





































































【対象と方法】2012 年 1 月から 2016 年 12 月までに愛知県 F 病院に入院後、死亡退院し、神
経病理学に診断された 128 名を対象とした。対象者の情報を診療録、病理報告書などから収集
し、後ろ向き観察研究を実施した。研究 2 では、研究１の対象のうち認知症と確定診断された
100 名を対象とし、入院 1 年以内の BPSD（Neuropsychiatric Inventory の 12 項目）及び老年症
候群（16 項目）の症状、及び生命予後期間を調査した。入院への影響要因は、主成分分析、
入院から生命予後期間に関する影響要因については Cox 比例ハザードモデルを用いて検討し









奮・不安・異常行動・脱抑制・易刺激性・不眠及び言語障害の 9 項目が抽出されたが、うち 8
項目が BPSD であった。研究２の結果、認知症発症から入院までの期間のリスク要因は、抗認
知症薬やチアプリドを含む「その他の中枢神経用剤」の使用、「認知症の発症年齢」であっ
た。入院から生命予後期間のリスク要因は、「男性」「入院理由が BPSD」であった。研究 3 の
結果、投薬数が 5 剤以上群に歩行障害が 63.3％と有意に高率で出現した。5 剤以上群は慎重投
与薬剤や向精神薬が多く処方されていた。慎重投与薬剤数が多いほど発症から入院までの期間
短縮に関連し、5 剤以上服用群は入院から死亡までの期間の短縮に関連した。認知症発症から
入院までの期間短縮リスクを低減する薬剤は精神神経用剤であった。多剤併用は入院から死亡
までの期間を短縮させるリスクであった。 
 
【考察】経過中にみられた BPSD が入院に関連する主要因であることが示された。より重度の
認知症では経過中の BPSD が、その後の入院の予測因子になる可能性が示唆された。「その他
の中枢神経薬」にはチアプリドや抗認知症薬が含まれ、これらの薬剤が入院促進に関連した可
能性が考えられる。一方、抗認知症薬はこれまで入院までの期間を延ばすことが報告がされて
きた。しかし、対象の重度の認知症高齢者では、入院前 1 年間に、嚥下障害、食欲不振、歩行
障害などの身体状態を呈している。身体状態が不良の重度の認知症高齢者に対し中枢神経薬の
使用はより慎重さが求められることが示唆された。一方、BPSD が直接の入院原因である場
合、入院から死亡までの期間が長く、その理由として BPSD が直接の入院理由の場合、身体状
況が比較的良好である影響が考えられた。 
 
【結論】本研究により、BPSD は認知症患者の入院の主要要因であり、また、認知症患者の
BPSD の予防と改善が入院リスクの低下が示唆された。多剤併用や慎重投与薬の使用が入院ま
での期間や入院後の予後に関連する可能性があることから、重度認知症に対して慎重な薬物療
法が求められることが示唆された。今後、重度認知症高齢者が地域で在宅生活が継続できる支
援や、入院後の予後改善がいっそう求められ、本研究の成果がその一助になると期待される。 
